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各種要請、要望等

※ 平成20年２月15日～平成20年５月16日に厚生労働省に要請書等の提出があったもの

（同一団体から複数提出があったものについては、そのうち最新のもの）のうち、労

働者派遣制度全体の見直しに係る主な部分を抜粋した（個別事案について行政指導を

求めるもの、地域別の団体からのもの等については除いている。）。なお、一部の要

請書等について、要請日前に事前送付された写し等から抜粋しているものがある。

(1) 生活と権利のための外国人労働者総行動実行委員会（平成20年３月10日要請）

第３部 派遣・偽装請負問題について

(1) 製造業への派遣を禁止し、派遣が認められる範囲を以前の専門分野に限定す

ること。

(2) 労働者を供給する者が請負を装って労働者を供給している場合（雇用契約書

の有無や契約内容の確認）、労働者派遣事業者として扱わず、職業安定法施行規

則第４条を適用すること。

(3) 違法な労働者供給状態の解消により失職した労働者は、元請が直接雇用をす

ること。

(5) 派遣業者の形態が認められても、労働基準法違反や３保険の未加入などが認

められた場合は、即刻派遣業の許可を取り消し、元請に労働者の直接雇用をさせ

ること。

(6) 派遣業者の形態が認められても、すでに１年以上雇用されている労働者に

は、即時元請から雇用申し込みを行わせること。

(2) 全国労働組合総連合（平成20年３月24日要請）

１．労働者派遣法を抜本的に改正し、派遣労働者の権利保護を目的とする「派遣労働

者保護法」を制定すること。

(1)日雇い派遣を直ちに禁止すること。

(2)労働者派遣は臨時的・一時的なものであるという労働者派遣法の本来の趣旨に

沿って、派遣を常用型派遣を基本に、専門業務のみに限定すること。

(3)派遣労働者の雇用安定と権利保護を強化すること。そのため現行法における

「雇用申入れ義務」について以下のように改正すること。

① 現行の派遣期間を超える派遣労働者への「雇用努力義務」および「雇用契約

申込み義務」は派遣先企業の直接雇用義務とし、雇用形態は期間の定めのない

常用雇用とすること。



- 2 -

② 派遣労働者を派遣先が直接雇用した場合は当該事務所の同種・類似の業務の

労働者と賃金・労働条件を均等待遇とすること。

(4）派遣元のマージン率の上限を設定し、派遣労働者の賃金が不当にダンピングさ

れることのないよう規制すること。

(5)貸金業との兼業は禁止し、「もっぱら派遣」の規定強化など派遣事業者の認可

基準を厳格化すること。「もっぱら派遣」については、派遣元がその労働者の２

分の１以上を特定の企業に派遣することを「もっぱら派遣」と法律に規定し、禁

止すること。

(6)派遣元、派遣先が違法な派遣を行い、それを受け入れた場合は、労働者の就労

時にさかのぼって派遣先企業との雇用関係が発生する「みなし規定」を設けるこ

と。

(7)派遣労働者が加入する労働組合の派遣先企業との団体交渉権を措置すること。

(8)偽装請負や違法派遣の根絶にむけ、発注企業・派遣先企業、派遣元企業・請負

企業に対する指導・監督を強化すること。

(3) 全国ユニオン（平成20年３月14日要請）

第２ 派遣労働者の権利と労働者派遣法改正

２、日雇い派遣の規制について

ワーキングプアの温床となり、また、労働災害が多発している「日雇い派遣」

について、小手先・見せ掛けだけの規制にとどまらず、労働者派遣法の抜本的な

改正により日雇い派遣を禁止されたい。（略）

３、労働者派遣法改正の方向性について

「２ヶ月以下の派遣規制」では「日雇い派遣」の規制にはならないので、労働

者派遣法を以下の方向で改正されたい。

① 派遣対象業務の専門業務への限定

② 常用型派遣を原則とする労働者派遣制度への転換（登録型派遣の原則禁止）

③ マージン率の上限規制

(4) 平和と民主主義をめざす全国交歓会・首都圏なかまユニオン・貧困へのオルタナテ

ィブ！若者ネットワーク・偽装請負を内部告発した原告団（平成20年３月28日要請）

【３月10日付け要請書】

① 日雇い派遣という労働形態の原則禁止を求めます。

【３月28日付け要請書】

① 偽装請負があったと認められる場合、厚生労働省として、偽装請負を行っていた

発注企業に対して、職安法、派遣法の趣旨に基づき、直接雇用するように毅然とし
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た態度で、厳しく指導するよう求めます。

② 偽装請負があったと認められる場合、派遣先企業の企業名をただちに公表するよ

う求めます。

③ 偽装請負があったと認められる場合、派遣先企業に対する罰則がないに等しく、

また、現行罰則を適用した事例がほとんどありません。違法に違法請負を受入れて

いる企業に対して厳格に罰則を適用して下さい。また、罰則そのものを強化するよ

う求めます。

④ 「直接雇用」をする場合、派遣先での「期間工」など短期の有期雇用を認めず

「期間の定めのない」形で雇用することを前提に指導するよう求めます。

⑤ 偽装請負を内部告発した者に対して被告発者（企業）からの報復行為（解雇・業

務内容の変更・精神的な嫌がらせなど）に対して、現行罰則規定を厳格に適用する

とともに、罰則そのものを強化するよう求めます。

⑥ （略）厚生労働省は、偽装請負を悪用してきた企業の直接雇用責任、およびその

直接雇用が長期的・安定的であるべきことを明確に表明するよう求めます。

(5) 偽装請負を内部告発する非正規ネット（平成20年４月11日要請）

１．偽装請負があったと認められた場合、厚生労働省として発注先企業に対し、職安

法、派遣法の趣旨に基づき、直接雇用をするように厳しく勧告してください。

２．発注先企業が「直接雇用」をする場合、「期間工」など短期の有期雇用を認め

ず、業務取扱要領の定め通り「期間の定めのない」形で雇用するよう勧告して下さ

い。

３．（略）

４．偽装請負があったと認められる場合、発注先企業の企業名をただちに公表するよ

う求めます。

５．偽装請負があったと認められる場合、発注先企業に対する罰則がないに等しく、

また、現行罰則を適用した事例がほとんどありません。違法に偽装請負を受入れて

いる企業に対して厳格に罰則を適用して下さい。また、罰則そのものを強化するよ

う求めます。

６．偽装請負を内部告発した者に対して告発された企業側からの報復行為（解雇・業

務内容の変更・精神的な嫌がらせなど）に対して、現行罰則規定を厳格に適用する

とともに、罰則そのものを強化するよう求めます。
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